競業避止規程（モデル）
（目的）
第１条　この規程は、社員および役員（以下「社員」という。）の競業避止および引き抜き行為の禁止等について定める。
（定義）
第２条　この規程において、社員とは、階級上○○以上に属し企業秘密にかかわることのできる社員をいう。
２　この規程において、競業する事業とは、会社の業務のうち○○に関する業務をいう。
３　この規程において、営業エリアとは、○○県とその隣接する都道府県をいう。
（競業避止義務）
第３条　社員は、在職中はもとより、退職後においても２年間にわたり、会社の許可を得ずに以下の行為を行ってはならない。
①会社が営む営業エリアにおいて、会社と競業する事業を行っている他社に就職すること
②競業する事業の設立に関与すること、または自ら営むこと
③会社の顧客を収奪すること
④会社に勤務する従業員の引き抜き行為をすること
２　前項第１号の他社については、その事業の一部においてのみ競業する場合においても就職禁止の対象の会社に含まれる。
３　第１項第２号の事業は法人、個人の別を問わない。

（競業避止義務に対する代替措置）
第４条　会社は前条の競業避止義務を社員に課す代償として、給与規程第○条に定める「競業避止手当」の支給をする。
（在職中の義務違反）
第５条　社員が在職中に前条に違反する行為をした場合は、就業規則第○条の懲戒処分に付し、その情状により、訓戒、減給、出勤停止または懲戒解雇などの措置をとる。
２　前項の場合において会社が損害を受けた場合は、会社は当該社員および身元保証人に対して損害賠償を求める。
３　懲戒解雇に処した場合は、退職金規程第○条に基づき、退職金を全額不支給とする。
（退職後の義務違反）
第６条　社員が退職後に本規程第３条に違反する行為をし、それによって会社が損害を受けたときは、会社は退職金の返還および損害の賠償を求める。
付則　この規程は、平成○年○月○日から施行する。
競業避止誓約書(モデル)
	平成　　年　　月　　日

取締役社長　　　　　　　殿

氏名　　　　　　印

誓　約　書
　退職に当たり、今後２年間は貴社の許可を得ることなく、貴社と競業関係にある会社に就職し、または競業する事業を自ら営まないことを誓約いたします。
以上




「競業避止規程」作成上および運用上の留意点
いわゆるライバル会社による社員の引き抜きや、退職社員らによる同業企業の設立は、当該企業にとっては、看過できない問題です。各企業は自衛手段として、就業規則に在職中および退職後のライバル行為を禁止する義務（これを競業避止義務という）を定めています。
判例の多くは在職中の競業避止義務自体については有効としており労働契約における信義則上の義務とみなされています。
一方退職後の競業避止義務については労働者の退職の自由や憲法上の職業選択の自由との関連が問題となり注意が必要となります。判例では、退職後の競業避止義務は以下の要件が必要としています。
①　就業規則などに明確に定められていること。
②　退職後における競業避止義務の期間を限定すること。（※１）
③　競業避止の地域・対象職種・在職中の代替措置の有無など（※２）
（※１）「ある程度の期間制限することをもって直ちに従業員の職業の自由等を不当に拘束するものとは認められない」（三晃社事件・最高裁二小判昭和５２・８・９）
（※２）(フォセコ・ジャパン・リミテッド事件・奈良地判昭和４５・１０・２３)
要件の①が「就業規則などに明確に定められていること」としていることを踏まえ、「競業避止規定」を作成し、さらには、役員および各社員から「誓約書」を徴することが万全の策と言えます。
なお、競業避止に実効性を持たせるため①退職金の減額②損害賠償などの方法がとられますが退職金の扱いについて

◆全額不支給については、
労働者に重大な背信行為があった場合に限り、有効としています。
重大な背信行為とは「競業会社の設立に積極的に関与し、会社の業務命令を無視して従業員の引き抜きをしたこと」などがあげられます。

※参考「福岡県魚市場事件・福岡地裁久留米支部判昭和５６・２・２３」

会社に対して著しく背信的なものだとして、懲戒解雇を有効とし、退職金の全額不支給を認容した判決。
◆減額支給については、
退職金規程に合理的理由が認められる限り、有効としています。
合理的理由とは「従業員が競業避止規程に反したために被った会社の経済的、社会的損失に応じて、当該従業員の勤務中における功労に対する評価がどの程度に減殺されるかを、あらかじめ、退職金規程に定めておくべきこと」などが認められています。
※参考「三晃社事件・最高裁二小判昭和５２・８・９」
